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 都立「進学校」の現状と課題 






























2) ここでは便宜上、都教委が指定する進学指導重点校 7 校・進学指導特別推進校 7 校・進学指導推
進校 13 校を指すこととする。 
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 するものである。高校教育の多様化をめぐっては、これまで多くの研究が行われて
きたが 3）、「進学校」に関しては、あまり問題とされてこなかったのが実情である 4）。 
都立高校の進学対策の推進のために、東京都教育委員会（以下、都教委と略す。）
はこれまで、2 回の報告書をまとめている。2008（H20）年 7 月に都立学校経営支
援委員会がまとめた「進学指導重点校 進学指導特別推進校 取組状況報告―都立





















つあり、その一は、センター試験の結果で、5 教科 7 科目で受験する者の在籍者に
占める割合が、おおむね 6 割以上、及び難関国立大学等に合格可能な得点水準（お
おむね 8 割）以上の者の受験者に占める割合が、おおむね 1 割以上であること。そ
の二は、難関国立大学等現役合格者数が 15 人であること、としている。2003（H15）
年には、B 高校など 3 校が追加指定され現在 7 校が指定されている。 
 
3) 菊地栄治編著『高校教育改革の総合的研究』多賀出版、1997 年などがある。 
4) 秦由美子編著『進学校における人間性涵養とリーダーシップ』広島大学高等教育研究開発センター、
2016 年、などの事例研究がある。 
5) 東京都教育委員会『進学指導重点校等における進学対策の取組について』、2011 年、P3 
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 その後、「進学指導重点校」に準ずる高校として、2007（H19）年には、C 高校な
ど 5 校をあらたに「進学指導特別推進校」に指定し、さらに 2010（H22）年に 
は、D 高校など 14 校を「進学指導推進校」に指定した。その後、2013（H25）年
に推進校から 1 校が特別推進校に「昇格」し、2018（H30）年にさらに 1 校が「昇
格」すると同時に、新たに 1 校が推進校に加えられ、現在、7 校の「進学指導特別









本稿ではこれら 27 校をまとめて「進学指導重点校等」と呼ぶこととする。 















   具体的には、土曜日の活用がある。27 校の指定校の中で、土曜日授業を行って
いない学校は、2 校だけであり、93％に当たる 25 校では、隔週で土曜日授業が行
われている。2 校のうち 1 校では、各学年の生徒を対象とした講習が行われ、 
6) 都教育庁「都立高校における進学指導重点校等の指定について」2017 年 08 月 24 日報道発表 
7) 進学指導重点校の B 高が、指定を外されそうになったとき、難関国立大学等 15 名の合格者を出す



























進学指導重点校 7 校では、国語・数学・英語の 3 教科については、入試問題を自
校で作成しており、負担の大きな業務ではあるが、同様な効果が期待されている。
自校作成問題に関しては、2018（H30）年実施の入学選抜から 5 年ぶりに自校作成
































 （５）ICT 化の推進 




   また、教育の ICT 化に伴い、「都立学校スマートスクール構想の実証研究のため




















   いきおい教員の「専門職化」がおこり、課題集中校の教員は課題集中校間で異動
が行われ、進学指導重点校等では進学指導重点校等同士で異動が行われることが多
くなっている。例えば、進学指導重点校のある高校の 2001 年の指定以降 18 年間

















10) 都教委の定期異動要綱では通常 6 年間で必異動となるが、主幹教諭や指導教諭になれば 5 年間、
さらに重点校の特例で 5 年間延長され、最長 16 年間、異動させないことができる。 
11) PTA 広報誌等による。実数は、転出者 70 人、重点校 21 人、重点校等＋中高一貫校 45 人、転入
者 97 人、重点校 22 人、重点校等＋中高一貫校 57 人、進学指導研究生 13 人である。 
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れている。進学指導重点校等 27 校に中高一貫校 10 校を加えた 37 校の副校長と進







   ここでは、都教委が進めようとしている都立高校改革のねらいに沿った課題と、
公教育としての都立高校の在り方から考えるべき課題を分けて考察したい。 
まず、前者の立場から、進学指導重点校にとって最も関心の高い東京大学への合





2018（H30）年 3 月の大学合格状況からみると、進学指導重点校のなかで 2 校
だけが現役進学率が低く、他の 5 校は 65％前後である。これが、進学指導特別推
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   難関国立大学等の現役合格者 15 人という基準からみると、2018（H30）年 3 月

























 14) 注 4) 前掲書 P45 参照 
15) 本田由紀「都立高校『垂直的多様化』の帰結」ベネッセ『都立高校生の生活・行動・意識に関す
る調査研究』2007 年 


































17) ある進学指導重点校でも、単親世帯が約 6％程度あり、非課税世帯と生活保護世帯が 5％ほどは
存在する。 
18) 都立学校経営支援委員会「進学指導重点校 進学指導特別推進校 取組状況報告」2008 年 






しかし、実際には「意識調査」の問 24 は、以下のような設問である。 
都立高校における大学等への進学指導について、どのようにお考えですか？ 
1. 生徒の進路希望に応じ、すべての都立高校で進学指導を充実する 52.1 
2. 進学希望の生徒の多い都立高校において進学指導を重点的に充実する 28.8 
3. 都立高校において進学指導を重視するのは好ましくない 6.6 
4. その他 1.0 




また、都立高校で特に力を入れるべき点を問う問 20 では、 

















の充実を図ること」は、24.8％で 5 つの選択肢のなかでは最下位であった。 
さらに、問 21 では、 
今後、どのような都立高校をつくっていくべきとお考えですか？ 3 つまで○ 
1. 総合学科高校 54.6 
2. 単位制高校 39.2 
3. コース制高校 23.6 
4. 大学進学に重点をおく高校 12.7 
5. 国際感覚と外国語能力の育成に重点をおく国際高校 26.3 
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 6. 理数系の能力の育成に重点をおく高校 9.1 
7. 技術者としての専門的知識・技術の習得に重点をおく科学技術高校 17.7 
8. 体育・スポーツに重点をおく体育高校 8.3 
9. 芸術科目に重点をおく芸術高校 6.2 














の入学を目指すレベルの学校があと 10 校程度必要 
28.7 
2. 現在の「進学指導重点校」だけでなく、国立大学を中心とした難関大学
の入学を目指すレベルの学校があと 20 校程度必要 
7.7 
3. 現在の「進学指導重点校」の 7 校で十分 25.3 
4. その他 6.1 
5. わからない 28.7 
この結果を受けて、都教委は 36.4％が難関大学を目指すレベルの高校を増やすこ
とが必要と考えている、と結論付けている。 
また、2011（H23）年と 2017（H29）の問 11 で、「都立高校に特に期待する役
割は次のどれですか。（3 つに○）」と問うている。 
都立高校に特に期待する役割は次のどれですか。3 つに○ 
 2011 年 2017 年 
大学への進学を目指した学習を充実すること 22.2 6 位 24.0 5 位 
「大学への進学を目指した学習を充実すること」、の回答は 2011（H23）年で 22.2％、





 の前の問 6 の「都立高校に不足している点で、改善を要すると思うことは何ですか。
（三つ選択）」と問う設問には、大学進学を目指した学習を充実させること」は
33.0％、選択肢の 3 番目である。ちなみにこの問いの回答で 55.4％を占めたのは「施
設・設備を充実させること」であった。 





























  21) 鈴木啓和「都立高校における進学指導重点校に関する一考察―制度決定の過程と公募制人事の影
響に注目して―」、「東京大学大学院教育学研究科教育行政学論叢」第 27 号、2008 年は、都知事や
教育長、都議会議員の発言等の分析を通して、進学重点校の指定が教育庁内部でのみ検討が行われ、
都議会の定例会において突然に校名が公表されたことを明らかにしている。 
  22) この個性化・特色化については、2011（H23）年に都教委によって「新しいタイプの高校におけ
る成果検証」が公にされている。が、中高一貫教育校は対象とされていない。 
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24) 中澤渉・藤原翔『格差社会の中の高校生』勁草書房、2015 年 
  25) 23)前掲論文 P195 
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